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概
要
	(1) 一旦、会社の整理解雇に基づき離職し、本人は雇用保険＝失業給付を受ける。
(2) 雇用保険の被保険者資格の無い者については、会社から生活保護手続きの応援が行われる。休業で雇用保険＝失業給付を下回れば失業給付の受給。
(3) 会社の現事業ないしは今後の新規事業で好転した場合は優先（先任権）して雇用される。
(4) 会社と本人との間で、 応援団“事業継続の支援委任契約”を締結し、これが会社の雇用の先任権評価として認められる。
(5) 支援委任者の、特殊事情での特段の臨時アルバイトは、日額:平均賃金額の相当分（労災保険のみ適用）が支払われる。この臨時アルバイトで受領した報酬は本人が失業認定の際に報告し、その日の失業等給付は停止される。（申告しなかった場合は不正受給となる）
(6) 本人への退職金の支払いは、現在の規定により遅延なく支払われる。
(7) 離職中の健康保険は、原則として市町村の国民健康保険（無収入）の適用とされる。現在、傷病や疾病を抱える場合は健康保険も考慮される。
(8) 会社から本人へ離職一時金が“平均賃金の14日分相当額”を支給される。
(9) 年次有給休暇の買取は行われない。将来に優先（先任権）して雇用された場合には、労働基準法の定めにより有給休暇は通算される。

	
	

	

離職中の関係
	【 応援団 】 事業継続の支援委任契約（主要項目）
1  　会社と本人は、現在の会社の事業継続ないしは今後の新規事業分野の支援に付いて(応援団)委任契約を結ぶ。
2  　この委任契約は、本人の好条件ならびに好意欲的就職を一切妨げるものではなく、会社はこれを引き止めてはならない。
3  　この委任契約は、離職の日から＿＿＿＿日間とし、本人の要望あるいは経済社会状況変化により若干期間を延長することができる。
4 　会社は、本人の一連の(応援団)支援委任の成果を承認することができる。その場合は予測される事業効果を勘案して経費及び報酬を支給することができる。
5    本人は原則として支援委任契約中に雇用契約を結ぶことができない。
6    ただし、特殊事情があり特例が認められた場合に限り、臨時アルバイト労働契約の日々雇用をすることができる。
7   （応援団）支援委任の成果を承認する要素を次のとおりとする。これらは事業内容が、前近代の観念的、主観的、恣意的といった事態に陥る事を避けるために、その“判断を省みる機会”を担保するための承認制度を設ける。そのことで、反面にこの“省みる機会”を失わせる報告制度を用いないものとする。
　　　    　a リスクが予見できない或は、無知の自覚のもとでの事業内容があるもの。           
             ｂ 現場の専門家や実施のプロとは成り得ない者に託する事業内容があること。
　　   　 　ｃ 事態の分析結果を待っていては手遅れな内容を持つ事業内容であること。
	
	

	

注意事項



	1. （重要理念）今般の方式は雇用保険（失業保険）の治安維持等と言う重要な理念を念頭に置いています。
2. （工夫の目的）当然のことながら合法的手続きであり、不正受給を潜脱するものではなく、むしろ制度の行き届かない部分を補完するものです。このままでは廃業倒産や解雇による次代の産業をを担う人材を失いかねないことから、個別企業において果敢に確保するための工夫です。
3. （重要な特徴）今から始まる経済恐慌の被害緩和に留まらず、可処分所得削減によるデフレを防ぎ、インフレ政策における円安の進行にブレーキをかけて、内需確保に資するの経済的具体的施策です。加えて従前の工夫とは異なり、何よりも個別企業防衛や雇用確保が、この工夫によって自らの参加で行えることが重要な特徴です。じっと待って破局を迎えることを避け、果敢な突破でこそ道を開くものです。
4. （工夫の活用範囲）この工夫を描いた当該書面は、すべての知り合いに提供しているわけではありません。業種業界団体から押し並べて配布されるものではありません。ただし、貴方が個人的に推薦できる方には、どうぞ、この工夫の情報提供をいただきたく存じます。（30年余り前に開発した「渡し切り時間外手当」を、近年素人の人事担当者によって「固定残業手当て」なるものに変質された轍を踏まないためです。）
5. （危険な恣意的扱い）前述した各項目は、いずれか1つでも欠落すると、不正受給の潜脱を招来することとなり、この工夫の目的から外れることになります。項目が欠落し目的から外れた場合は、事業主主導の不正受給とみなされる可能性は極めて高く、雇用保険や社会制度の趣旨に逸脱するものとして扱われます。
6. （危険負担）前項の「偽装工夫扱い❓」は、部下が行った行為でも、その責任は事業主個人が負うこととなり、本人に“支給された額の3倍”を利息付きで返還することになります。この消滅時効はありません。詐欺罪も問われることとなります。
7. （要）今般の工夫においては整理解雇の対象者に対して、一律に均一基準を設けかつ事務的に扱うことは、工夫の目的を台無しにします。あくまでも「次代の産業をを担う人材を、個別企業において果敢に確保する」ための工夫ですから、家庭事情や本人の将来人生設計そして現事業ないしは今後の新規事業への意欲などで念入りな意見交換を経て、支援委任契約の合意を形成することが要です。（あのリーマンショックの際に、「裁判はやってみないと分らない」とそそのかされ、次々敗訴した大手企業の二の舞いを繰り返す事は、今般は避けなければなりません。）
8. 
	
	

	
	
	
	



（会社都合退職した場合の所定給付日数）
働く意志と能力を持った者が、求職活動を行うも
失業の認定を受けた場合に受給できる日数です。
病気や怪我の場合は雇用保険の傷病手当金が支給されます。
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